




1月号 / 2024経営情報　 K EIEI  INFOR M ATION

増加する副業がある人
　上記調査結果から、都道府県別に副業があ
る人の数などをまとめると下表のとおりです。
　2022年10月時点の全国で副業がある人は
304.9万人となり、 2017年から59.8万人の増
加です。
　都道府県別では、東京都が52.4万人で最も
多くなりました。次いで、神奈川県や大阪府、愛
知県、埼玉県などで、副業がある人の数が多く
なりました。最も少ないのは鳥取県と徳島県の
1.4万人でした。

副業者比率は4.8％に
　全国の副業者比率（副業がある人の割合）は
4.8％で、 2017年から0.9ポイントの増加です。
　都道府県別では、京都府が7.5％で最も高く、
東京都が6.5％で続いています。最も低いのは
宮崎県の3.3％でした。

　人材不足対策として、副業人材を活用する企
業があります。業務内容などにもよりますが、人
材不足の企業では検討の余地があるかもしれ
ません。 

副業がある人は300万人を突破
国の進める働き方改革により、副業が可能な環境が整ってきています。ここでは、 2023年7月
に発表された調査結果※から、都道府県別の副業に関するデータをご紹介します。

※総務省「令和 4 年就業構造基本調査」
　全国の約 54万世帯（15歳以上の世帯員約 108万人）を対象に、2022年（令和 4 年）10月 1日現在で行われた調査です。副業とは主な仕事以外に就い
ている仕事をいい、ここでの副業がある人は非農林業従事者のうち副業がある人です。詳細は次の URLのページから確認いただけます。
https://www.stat.go.jp/data/shugyou/2022/index2

総務省「令和4年就業構造基本調査」結果の概要より作成

都道府県別の副業がある人と副業者比率 （万人、％）
副業がある人 副業者比率 副業がある人 副業者比率 副業がある人 副業者比率

全国 304.9 4.8 富山県 2.3 4.4 島根県 1.7 5.3
北海道 10.5 4.2 石川県 2.6 4.5 岡山県 4.4 4.8
青森県 2.0 3.7 福井県 1.9 4.8 広島県 6.3 4.5
岩手県 2.6 4.7 山梨県 2.0 4.8 山口県 2.8 4.4
宮城県 4.5 4.0 長野県 5.4 5.3 徳島県 1.4 4.4
秋田県 1.8 4.1 岐阜県 4.2 4.2 香川県 1.8 4.0
山形県 2.2 4.5 静岡県 6.7 3.6 愛媛県 2.6 4.3
福島県 3.6 4.1 愛知県 19.0 4.8 高知県 1.6 5.2
茨城県 5.7 4.1 三重県 3.6 4.1 福岡県 10.2 4.0
栃木県 4.1 4.3 滋賀県 3.3 4.6 佐賀県 1.8 4.8
群馬県 4.0 4.2 京都府 9.7 7.5 長崎県 2.5 4.3
埼玉県 17.2 4.5 大阪府 21.5 4.8 熊本県 3.5 4.4
千葉県 13.6 4.3 兵庫県 12.5 4.8 大分県 1.8 3.5
東京都 52.4 6.5 奈良県 3.0 4.9 宮崎県 1.6 3.3
神奈川県 25.3 5.1 和歌山県 2.3 5.6 鹿児島県 3.1 4.2
新潟県 4.5 4.3 鳥取県 1.4 5.5 沖縄県 3.0 4.3
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